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「フラット３５登録マンション」とは･･･

事業者様が、マンション全体(※)について適合証明書を取得する予定として、あらかじめ住宅金融支援機構に登録いただいたマンションのことをいいます。

※複数棟ある団地を販売期ごとや１棟ごとに分けて申請いただくことも可能です。

※一部対象外住戸があっても対象外住戸を明記することで、ご登録いただけます。

※フラット３５登録マンション以外の適合証明申請手続きは、住戸ごとに申請が必要です。

１　機構への登録について

(1) 登録申請

1 設計検査を受けた場合（設計住宅性能評価書を取得しない場合）

設計検査合格後、担当の機構支店（P28参照）に次の書類を送付してください。

	提出書類
	部数

	「フラット３５登録マンション」申請書（P30参照）
	１

	「設計検査に関する通知書」［適新工第２号書式］の写し
	１

	「設計検査申請書（第一面～第三面）」[適新工第１号書式]の写し
	１

	■フラット３５Ｓ（20年金利引下げタイプ）の「耐久性・可変性」に該当する場合
「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づく、「長期優良住宅建築等計画」の認定通知書の写し（長期優良住宅のうち代表住戸１戸分）

　長期優良住宅に該当しない住戸がある場合には、当該住戸番号を明示した一覧表等を添付してください。
	１


② 設計検査を省略した場合（設計住宅性能評価書を活用する場合）

設計住宅性能評価書を取得した後、以下の書類を担当の機構支店（P28参照）に送付してください。
	提出書類
	部数

	「フラット３５登録マンション」申請書（P30参照）
	１

	「設計住宅性能評価書」の写し

（評価項目の等級が同じ住宅が複数ある場合は、１住戸分の評価書の写しの提出で結構です。）
	１

	■フラット３５Ｓ（20年金利引下げタイプ）の「耐久性・可変性」に該当する場合
長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成20年法律第87号）に基づく、長期優良住宅建築等計画の「認定通知書」または「認定変更通知書」の写し（長期優良住宅のうち代表住戸１戸分）

　長期優良住宅に該当しない住戸がある場合には、当該住戸番号を明示した一覧表等を添付してください。
	１



(2)登録申請に関するお問合せ先・ご申請先
	マンションの建設場所
	送付支店
	支店所在地
	℡

	北海道
	北海道支店

営業推進グループ
	〒060-0003
北海道札幌市中央区北３条西13-3-13
	011-261-8306

	青森県 岩手県 宮城県 

秋田県 山形県 福島県
	東北支店
営業推進グループ
	〒980-0812
宮城県仙台市青葉区片平1-3-18
	022-227-5035

	栃木県 群馬県 新潟県 

長野県
	北関東支店

営業推進グループ
	〒371-8588
群馬県前橋市千代田町1-8-8
	027-232-6170

	茨城県 埼玉県 千葉県 
山梨県 静岡県 東京都 
神奈川県　沖縄県
	首都圏支店

公共業務グループ
	〒112-8671

東京都文京区後楽1-4-10
	03-5800-9345
(FAX
03-5800-9369)

	岐阜県 愛知県 三重県
	東海支店
営業推進第一ｸﾞﾙｰﾌﾟ
	〒464-8621
愛知県名古屋市千種区新栄3-20-16
	052-263-2904

	富山県 石川県 福井県
	北陸支店
営業推進グループ
	〒920-8637
石川県金沢市丸の内4-12
	076-233-4254

	滋賀県 京都府 大阪府 

兵庫県 奈良県 和歌山県
	近畿支店
公共業務グループ
	〒541-8546
大阪府大阪市中央区南本町4-5-20
	06-6281-9268

	鳥取県 島根県 岡山県 

広島県 山口県
	中国支店
営業推進グループ
	〒730-0011
広島県広島市中区基町8-3
	082-221-8654

	徳島県 香川県 愛媛県 

高知県
	四国支店
営業推進グループ
	〒760-0017
香川県高松市番町2-10-8
	087-825-0512

	福岡県 佐賀県 長崎県
	九州支店
営業推進グループ
	〒810-8657
福岡県福岡市中央区天神4-1-37
	092-722-5028

	熊本県 大分県 宮崎県 

鹿児島県
	南九州支店

営業推進グループ
	〒862-0950
熊本県熊本市水前寺2-16-11
	096-387-3705


(3) 登録書の発行
送付いただいた書類の内容を確認後、登録番号等を記載した「フラット３５登録マンション登録書」を送付します。

※竣工現場検査申請書・適合証明申請書付表に「登録番号」をご記入いただく欄がありますので、ご留意ください。

(4) 住宅金融支援機構ホームページへ物件情報を掲載

登録後、住宅金融支援機構ホームページ（フラット３５サイト）にて、物件名、事業者名、所在地等の物件情報を紹介いたします。物件ホームページへのリンクもいたしますので、「フラット３５登録マンション申請書」にホームページアドレスをご記入ください。なお、掲載は原則として物件が竣工するまでですが、お申し出いただいた場合は、完売するまでの間、竣工日から起算して最長２年間掲載することができます。

※広告表示について

物件広告・物件ホームページへ「登録マンションロゴマーク表示」及び「フラット３５サイトへのリンク」をお願いいたします。ロゴマークデータについてはフラット３５サイトからダウンロードすることができます。

２　フラット３５登録マンションの設計検査及び竣工現場検査・適合証明申請についての留意事項

物件検査の申請に当たっては、次の事項についてご注意ください。
(1) 設計検査

・マンション全体を対象住戸(※)として、検査機関に設計検査を申請してください。
※専有面積が３０㎡未満である等基準に適合しない住戸はフラット３５の対象外となりますのでご注意ください。
・「設計検査申請書(第二面)」 の「フラット３５登録マンションの希望」欄は「１．有」にチェックしてください。

・「設計検査申請書(第三面)」 は「Ⅰフラット３５登録マンション」欄を記載してください。

(2) 竣工現場検査・適合証明申請

・フラット３５登録マンションとして設計検査に合格した全住戸を対象として、検査機関に適合証明を申請してください。
・「竣工現場検査申請書・適合証明申請書（第三面）」の「フラット３５登録マンション」登録欄の「１．有」にチェックし、機構が発行しました「フラット３５登録マンション登録書」の登録番号を記載してください。また、「Ⅰフラット３５登録マンション」欄を記載してください。
３　適合証明書を取得したら

(1) 「適合証明書」（写）のお客様への配布

フラット３５を利用予定のお客様に以下の書類を配布し、金融機関に提出するようお伝えください。

	提出書類
	部数

	「竣工現場検査に関する通知書・適合証明書」（金融機関提出用）

[適新工第７号書式]の写し
	１

	「適合証明書付表」[適新工第５号書式]の写し
	１


(2) 適合証明書の写し等の機構への提出
適合証明書等を取得した後は、郵送等により以下の書類を担当の機構支店（P28参照）に送付してください。

	提出書類
	部数

	「竣工現場検査に関する通知書・適合証明書」（金融機関提出用）

[適新工第７号書式]の写し
	１

	「適合証明書付表」[適新工第５号書式]の写し
	１

	「中古マンションらくらくフラット３５における耐久性基準への適合について」※
	１


　　注）事業者の皆様は、適合証明書等の原本を保管してください。
　※中古マンションらくらくフラット３５への移行登録を希望する場合に限ります。


























































































































































































































































































































































































「フラット３５登録マンション」申請書は、次のURLでもダウンロードできます。


http://www.flat35.com/tetsuduki/mansion/word/procedure.doc














Ⅱ-４　「フラット３５登録マンション」の手続き


通常の手続き
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